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《 要 旨 》 

 
本研究では、1980 年代後半から 2010 年代後半までの 20 歳代の若年者の地域間移動の

要因を検証した。職業別のタスクスコアに基づいて、日本の都道府県における労働需要の

質的な差異を測定し、様々なタスクに対する需要の地域差とその変化が、地域間移動に与

える影響に焦点を当てた。その結果、若年者の地域間移動は、賃金の地域差よりは、特定

の労働需要の地域差に反応することが明らかとなった。即ち、女性は男性に比べて認識タ

スクの需要が高い地域に移動する傾向があり、特に高学歴女性は、高度なスキルを求めら

れる非定型分析タスクの需要が旺盛な地域に移動する傾向が確認された。本研究の結果に

よれば、労働需要の質が広域の労働市場における移動に与える影響は、労働者の性や学歴

によって異なる。政策的には、労働者の属性やスキルに応じた人材開発と地域の需要構造

の改革の両者が求められる。 
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1. はじめに 

近年、先進国では、男女間賃金格差が一貫して縮小傾向を示している（Kunze, 2018）。この現

象は、労働市場における供給と需要の変化に起因すると考えられる。供給側では、女性の教育達成

度や労働市場への参加の向上により、男女間のスキル格差が縮小している（Blau and Kahn, 2006）。

こうした労働供給の質と量の両面での男女間格差の縮小は、男女の賃金の均等化を促進している。 

一方、需要側では、技術進歩が労働需要に変化をもたらしている。自動化や情報通信技術の導入

は、従来は男性優位とされていた身体的な手仕事タスク（manual task）の需要を減少させる一方

で、頭を使う認識タスク（cognitive task）の需要を増大させている。後者の分野は女性が比較優

位を有しているとされるため（Bacolod and Blum 2010; Yamaguchi 2018）、労働需要のこうした

変化は、男女間賃金格差の緩やかな縮小に寄与しているとされる（Black and Spitz-Oener, 2010; 

Borghans et al., 2014; Ngai and Petrongolo, 2017; Yamaguchi, 2018; Petrongolo and Ronchi, 

2020）。 

こうした技術革新と労働需要の関係を解明するために、「タスクアプローチ」と呼ばれる理論的

フレームワークの応用が進められてきた（Autor, 2013）。この理論では、タスクは財やサービスを

含む生産物を生み出す生産活動の基本単位として定義されている（Acemoglu and Autor, 2011）。

タスクアプローチは、労働者が保有するスキルではなく、職業で遂行されるタスクに焦点を当て、

技術進歩と労働需要との相互関係を明らかにすることを目的としている（神林, 2018）。このアプ

ローチでは、個々の労働者が職業内で遂行する様々なタスクを「タスクスコア」として測定し、定

型および非定型の軸でタスクを分類する。この分類により、情報通信技術（ICT）資本による生産

性が高い「定型的タスク」は労働から資本への代替が進み、一方で ICT と補完関係にある「非定

型的タスク」の労働需要が増加していることが示されている（Autor, Levy and Murnane 2003）。

このようにタスクアプローチを用いることで、産業や職業の枠組みを越えて個々のタスクへの技

術革新の影響を具体的に把握することが可能となる。また、技術革新により職業や産業間の流動性

が増す中で、このアプローチは、職業や産業を横断する個々のスキルに焦点を当てた教育訓練やス

キルマッチングの検討にも有効である。 

このタスクアプローチにより、タスクで測定した日本の労働需要の時系列な変動を検証した

Komatsu and Mugiyama（2022）によれば、労働需要の変化は男女間で顕著に異なっている。1990

年から 2015 年にかけて、日本全体では認識タスクが増加し手仕事タスクが減少したが、認識タス

クの増加は男性より女性において顕著であった。また、労働政策研究・研修機構（2024）でも、

1980 年から 2020 年にかけて、男性の認識タスクの変化は小さい一方、女性では顕著に増加した

ことが確認されている。 

しかし、これらの労働需要は日本の地域に等しく分布しているわけではない。大都市を擁する都

道府県には、専門・技術職に多い認識タスクが集積する一方で、その他の県では生産や輸送、ケア

ワークといった手仕事タスクの職業が多い（労働政策研究・研修機構, 2024）。こうした労働需要

の地域差は、労働者が自らのスキルに最も合ったタスクが多い地域に移動するよう、労働移動を促
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進する可能性がある。とりわけ、男性と女性は比較優位を持つスキルが異なるとされることから、

労働需要の地域差は男女で異なる影響を与える可能性がある。 

そこで本研究では、過去 40 年間にわたる（タスクで測った）地域の労働需要の質的な変化が地

域間の移動に与える影響を検討する。特に、労働市場における男女差に焦点を当て、労働需要の変

化に対する男女の地域間移動の反応を分析する。さらに、日本における高学歴化および高学歴者の

移動傾向の高さという背景を踏まえて、大学以上の教育を受けた労働者とそうでない労働者の移

動傾向の違いを分析する。 

なお、本研究では、分析対象の年齢層を 20 歳から 29 歳の若年層の移動に限定する。都道府県

別の女性の純転入人口と様々な地域指標との相関関係を調べた田村ほか（2018）によれば、20 歳

代の女性では、雇用機会や賃金などの労働市場要因との明確な関係が示されているためである。 

本研究は、地域間の人口移動の研究に貢献を持つ。地域間人口移動の文献では、個人は、移動元

と移動先の期待効用と移動費用を考慮して地域移動の意思決定を行うというモデルに基づき、期

待効用の主要な決定要因として、賃金や雇用機会（失業率）を考慮してきた（Fields, 1976; DaVanzo, 

1978; Montgomery, 1993; 太田・大日, 1996; 玉田 2003; 太田, 2005; 戸田・太田, 2009）。本研究

は、こうした地域間移動の標準モデルにおいて、賃金や就業機会の多寡では捉えられない、新たな

労働需要の質を考慮する。これはまた、東京などの大都市圏において若者が集中するメカニズムに

ついて新たな視点をもたらすものである。 

1980 年代後半から 2010 年代後半における若年者の都道府県間移動率の要因を検証した結果、

次の 2 つの事実が明らかとなった。第 1 に、地域間のタスク需要の格差は、若年者の移動の意思

決定に影響を与えている。若年者は、対人的な認識タスクである「非定型相互タスク」の需要が少

ない県から多い県に移動する一方、対人的な手仕事タスクである「非定型手仕事対人タスク」の需

要が多い地域から少ない地域に移動する傾向がある。つまり、若年者は、高スキル・高需要の仕事

が多い県に流入する一方、身体的な負荷が大きい仕事を避けるために、それらが多い県から少ない

県に移動することを示唆している。 

第 2 に、こうした若年者の都道府県間移動の要因は、男女や学歴によって差異がある。男女差に

ついて、女性は認識タスクが多い地域に移動する傾向が明確である一方、男性にはそのような傾向

はみられない。ただし男女とも、全国的には需要が減少している手仕事タスクである「非定型手仕

事身体タスク」の需要が多い地域に移動する傾向も観察される。さらに、大学卒以上と高校卒以下

に分けた分析結果によれば、大学卒以上は認識タスクの地域差に敏感であり、男性では対人スキ

ル、女性では分析スキルを要する仕事が多い地域に移動する傾向がある。一方、高校卒以下では、

地域のタスク需要の格差と都道府県間移動の間に統計的に有意な関係はみられない。大学卒以上

は高校卒以下に比べて都道府県間移動率が高いが、その背景として、男女とも、大卒者が従事する

ことが多い頭脳的タスクのなかでも、自身のスキルにマッチする地域に移動する傾向があると言

える。なかでも大卒以上の女性は、高度なスキルを要する分析的タスクの需要が多い地域に移動す

る傾向があることから、高学歴若年女性が都市圏に移動する要因の一端を説明する。 
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本稿の構成は以下の通りである。次節では労働移動の実証モデルを構築する。3 節では本稿で用

いるデータについて説明する。4 節では分析結果を議論し、5 節では結論を述べる。 

 

2. 実証モデル 

地域間の労働または人口移動に関するこれまでの研究では、個人は移動費用を考慮しても、潜在

的な移動先における期待効用が、現住地で得られる期待効用を上回った場合に移動するとの分析

枠組みが用いられている（太田・大日, 1996; 玉田, 2003; 勇上, 2009）。以下では、同様のフレー

ムワークに基づき、20 歳代の若年者について、移動元と潜在的な移動先の各ペアにおける移動確

率の決定要因を検証する 1。 

移動元 i と潜在的な移動先 j における期待効用を構成する要因として、ここでは、都道府県別の

賃金と雇用機会、職業分布、生活の質に関連する地域のアメニティの代理変数を考慮する。また、

移動コストとしての地域間の（物理的）距離は固定的であるため、これを（47×46 個の）移動元 i

と移動先 j のペアの固定効果として考慮する。具体的な推定モデルは以下の通りである。 

 

log � 𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡𝑡
1−𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

� = 𝛼𝛼𝑔𝑔 + ∑ 𝛽𝛽𝑘𝑘(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖−5𝑘𝑘 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗−5𝑘𝑘 )𝑚𝑚
𝑘𝑘=1 + 𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛿𝛿𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖  (1) 

 
ここで、𝑟𝑟𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は、男女別・学歴別のグループ g の出発地 i から移動先 j への 20 歳代の若年者の

移動率を表す。具体的には、t-5 年から t 年にかけて、都道府県 i から都道府県 j に移動した 25

〜34 歳人口を、t−5 年の都道府県 i の 20〜29 歳人口で割った比率として定義される。説明変数

のうち、(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖−5𝑘𝑘 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗−5𝑘𝑘 )は移動元と移動先の経済的・非経済的要因の格差を、𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖は移動元と

移動先のペア固定効果を、𝛼𝛼𝑔𝑔は男女や学歴というグループ固有の効果を、𝛿𝛿𝑡𝑡は時点固有の効果を、

𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項を表す。本研究では、1985 年から 2015 年までの複数時点の地域ペアのパネルデー

タを用いることで、ペアの固定効果を取り除いた上で、分析期間通じた地域間格差の変動が地域間

移動に与える影響を推定することができる。 
 モデルの中核となる説明変数は (𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖−5

𝑘𝑘 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑦𝑦𝑗𝑗𝑗𝑗−5
𝑘𝑘 )であり、これは、t-5 年における説明変数

k の出発地 i と移動先 j の格差を対数形で表したものである。本研究では、説明変数 k のうち、労

働需要の質を示す変数として、（後述する）6 分類のタスクスコアの地域の平均値を用いる。その

他の変数として、賃金、失業率、持ち家率、産業構造の差異（第 1 次産業および第 2 次産業の比

率）を用いる。係数𝛽𝛽𝑘𝑘は説明変数 k の地域差が移動確率に与える影響を示す。ある変数のβが負

の場合、移動元地域 i より移動先地域 j の方が高い場合に、地域 i から j への移動確率が高いこと

 
1 本研究が依拠するモデルでは、個人の意思決定に基づく地域間移動を仮定している。実際には、大企業を中心

として、企業はしばしば従業員に対して転居を伴う配置転換（転勤）を実施しているが、本研究で用いる国勢調

査では回答者が転居した場合の理由を尋ねていないため、移動の意思決定主体を考慮できない。そのため、本研

究が対象とする地域間の人口移動には、必ずしも個人の選択ではない移動が含まれているという点に留意が必要

である。 
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を示す。対照的に、ある変数のβが正の場合、地域 j が地域 i より低いほど、i から j に人口が流出

する確率が高いことを示す。 

 移動元と移動先のペア固定効果を示す𝜃𝜃𝑖𝑖𝑖𝑖は、時間を通じて変わらない都道府県間の（物理的）

距離や気候の違いなど、移動コストやアメニティに関する地域差を示す。(1)式の推定では、こう

した移動元と移動先のペアの固定効果を考慮し、移動元 i の人口の逆数をウェイトとした重み付き

の最小二乗法を用いる。移動元 i の人口を逆重み付けすることで、人口が少ない地域からの移動が

過少評価されることを補正する。さらに、移動元の都道府県内での誤差項の相関を許容するため、

移動元の都道府県でクラスタリングした標準誤差を計算する。 

 

3. データ 

地域間移動と労働需要に関するデータとして、総務省統計局「国勢調査」（基本集計ならびに詳

細集計結果）のミクロデータから、都道府県別の集計データを作成する。移動率の分析対象は 20

歳代の個人である。これは、国勢調査の分析によって、この年齢層の女性の都道府県の純移動と、

雇用機会や賃金といった労働市場要因の間に相関関係が指摘されているためである（田村ほか, 

2018）。若年者の移動傾向のグループ間の差異を検証するため、地域単位の集計データは、性と教

育水準（大学卒以上／高校卒以下）2によって 4 分類する 3。 

 国勢調査を用いた変数の定義と作成方法は次の通りである。まず、被説明変数の移動確率は、国

勢調査（基本集計）に基づき、1990 年調査では 1985 年から 90 年、2000 年調査では 1995 年から

2000 年、2010 年調査では、2005 年から 2010 年、2020 年調査では 2015 年から 2020 年に各 4

期間について定義される。各調査年において、調査 5 年前の居住地（都道府県 i）から調査時点の

居住地（都道府県 j）に移動した人口を、調査 5 年前の居住地（都道府県 i）の人口で割って求め

る。 (1)式に示した通り、推定では移動率をロジット変換して用いる。 

次に、本分析の主要な説明変数として、国勢調査（詳細集計）に基づき、地域別の 6 種類のタス

クスコアの 5年前の地域間格差を用いる。これらは、付表 1に示した労働政策研究・研修機構（2024）

のタスク定義に基づいている。具体的には、日本版 O-NET に掲載されている職業情報データベー

ス簡易版数値系ダウンロードデータ ver 5.00（https://shigoto.mhlw.go.jp/User/download）から得

られる（付表 1 に示した）職業別の項目を用いて、各職業について非定型分析、非定型相互、定型

認識、定型手仕事、非定型手仕事身体、非定型手仕事対人の 6 つのタスクスコアを計算する。

Acemoglu and Autor (2011)に従い、job tag の各項目の回答番号を、基準年（ここでは 1980 年）

の国勢調査（詳細集計）の個人の職業にマッチさせたうえで、1980 年の就業人口に基づいて平均

 
2 教育水準は、最終学歴が中学卒および高校卒を「高校卒以下」として、大学・大学院卒を「大学卒以上」とし

て分類した。従って、本研究の移動分析の対象には短大・高専卒者が除かれている。 
3 本研究では、5 年前に 20〜29 歳であり、5 年後（25~34 歳時点）では学校を卒業している者について、過去 5
年間の移動人口を分析対象としている。そのため、短大・高専卒や大学卒以上の者については、新卒就職に伴う

都道府県間の移動が含まれている可能性が高い。一方、高校卒者については、新卒から数年が経過した年齢層に

当たるため、主に既卒者の地域間移動を分析している可能性がある。学歴による移動傾向の差異については、高

学歴者については新卒就職時の移動が含まれている点に留意する必要がある。 

https://shigoto.mhlw.go.jp/User/download
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0、標準偏差 1 に標準化する。さらに、タスク毎に項目を足し合わせたのち再び標準化してタスク

の標準化スコアを作成する。 

付表 2 では、1985 年から 2015 年における男女別にみた就業者シェアの変化が大きかった職業

について、1985 年における就業者シェアと、各職業の 6 つのタスクスコアを示している。パネル

a は男性の増加職種であり、非定型手仕事スコアの高いサービス職や、定型手仕事スコアの高い食

品や自動車製造職、非定型分析スコアの高い情報処理技術者や（保険外交員等の）営業職などが増

加している。一方、パネル b の男性においてシェアが減少している職業は、非定型手仕事身体のス

コアが高い職業が多く、それらには、自動車運転者、大工、農耕従事者、配達員、自動車整備工な

どの建設・運輸・生産職が含まれている。また、定型認識スコアが高い会計事務や一般事務などの

事務職もシェアが減少している。女性について、パネル c よりシェアが増加している職業をみる

と、男性以上に非定型手仕事対人スコアが高い職業が目立っており、サービス職や販売店員、保健

医療従事者、飲食物給仕や保育士などが含まれる。一方、パネル d より、女性においてシェアが減

少している職業は、定型認識スコアが高い事務職、定型手仕事スコアが高い、電気機械や繊維製造

職、非定型手仕事スコアの高い農耕従事者などとなっている。 

 実証分析では、この職業別の標準化スコアを、1985 年、1995 年、2005 年、2015 年の個人の職

業データにマッチさせ、20 代の男性および女性労働者を対象として、職業別の労働者数で重み付

けした年別・都道府県別に各タスクの平均スコアを算出する。そのうえで、地域 i と地域 j の各タ

スクスコアの格差に注目する。従って、本研究における各職業のタスクスコアは、日本版 O-NET

の ver.5.00 の調査結果に基づいた固定値であり、分析時間を通じて変化しないことを仮定してい

る。この点は、特定時点の職業情報データベースを用いる多くの研究に共通した課題であるが、本

研究で用いる地域の労働需要の変化には、時間を通じた職業のタスクの変化は反映されていない

ことに留意する必要がある。 

 日本の地域間移動に関する先行研究（太田・大日, 1996）に従って、移動確率に影響を与えるそ

の他の変数として、賃金格差、持ち家率の格差、産業構造（第 1 次産業と第 2 次産業の比率）お

よび失業率を用いる。これらの変数の出所は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（1985 年、

1995 年、2005 年、2015 年）、総務省「住宅・土地統計調査」（1988 年、1998 年、2008 年、2018

年）、内閣府「県民経済計算」、および「人口推計」（1985 年、1995 年、2005 年、2015 年）の都

道府県別の公表値である。このうち、賃金の変数として、各都道府県平均の一般労働者の「決まっ

て支給する現金給与額」に「年間賞与その他の特別給与額」の 1/12 を加えた月額給与を用いる。 

表 1 は、男女・学歴・期間別に集計された移動元・移動先別の移動率データを全てプールした場

合の変数の記述統計を示している 4。表 1 によれば、都道府県間粗移動率の 4 つの期間を通じた平

均値は 0.35%である。これは 47 都道府県から（46 の）他県への移動率の平均であるため、県外へ

 
4 人口移動データのセルの区分は、47 都道府県×46 都道府県×4 期間×性別×学歴 2 区分であるため、観測値数

は理論上は 34,592 であるが、国勢調査のデータにおいて、若年層の性別、学歴別の都道府県間移動者数が 0 の

セルが存在するため、分析に用いた集計データの観測値数は 34,170 となった。 
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の総移動率の 4 期間の平均は 16.1%（=0.35×46）となる。 

 
表 1 記述統計 

 N 平均 標準偏差 最小値 最大値 
移動確率 34,170 0.0035 0.0080 0.0000 0.1504 

移動確率のロジット変換 34,170 -6.8775 1.5431 -11.4941 -1.7316 
タスクの都道府県平均値：      

非定型分析 34,170 0.176 0.085 -0.095 0.455 
非定型相互 34,170 0.186 0.078 -0.080 0.340 
定型認識 34,170 0.386 0.101 -0.061 0.589 
定型手作業 34,170 -0.225 0.286 -0.784 0.224 

非定型手仕事身体 34,170 -0.340 0.353 -0.972 0.338 
非定型手仕事対人 34,170 0.081 0.196 -0.521 0.538 

月収（千円） 34,170 246.636 45.287 140.887 353.613 
失業率 34,170 0.049 0.019 0.015 0.139 

持ち家率 34,170 0.581 0.072 0.362 0.779 
第一次産業比率 34,170 0.031 0.025 0.000 0.120 
第二次産業比率 34,170 0.347 0.092 0.139 0.609 

地域間の差分の対数形：      
非定型分析 34,170 -0.00011 0.101 -0.540 0.540 
非定型相互 34,170 -0.00009 0.071 -0.348 0.348 
定型認識 34,170 -0.00008 0.079 -0.484 0.484 
定型手作業 34,170 0.00005 0.163 -0.710 0.710 

非定型手仕事身体 34,170 0.00010 0.156 -0.735 0.735 
非定型手仕事対人 34,170 0.00006 0.151 -0.690 0.690 

月収（千円） 34,170 -0.00008 0.129 -0.468 0.468 
失業率 34,170 0.00012 0.358 -1.682 1.682 

持ち家率 34,170 0.00001 0.179 -0.745 0.745 
第一次産業比率 34,170 0.00100 1.411 -4.931 4.931 
第二次産業比率 34,170 -0.00017 0.354 -1.182 1.182 

グループダミー：      
女性ダミー 34,170 0.499 0.500 0.000 1.000 

大卒以上ダミー 34,170 0.501 0.500 0.000 1.000       
      

 

表 2 は、主要変数について、男女別の集計結果を示している。若年男性は女性に比べて都道府県

間移動率がわずかに高い。男性は女性より 47都道府県間移動率が 0.004%高く、総移動率も 0.184%

高い。また、タスクスコアにおいても顕著な男女差が観察された。女性は男性よりも非定型分析、

非定型相互、定型認識タスクのスコアが高く、身体を使用する手仕事タスクよりは、高度な分析や

対人コミュニーケーション、定型的な事務作業などの頭脳タスクに比較優位があることを示唆し

ている。一方で、男性は定型手仕事、非定型手仕事身体、および非定型手仕事対人タスクでより高

いスコアを示し、認識タスクよりも、身体的スキルを要するタスクにおいて比較優位があることを

示唆している。さらに、都道府県間のタスク格差に注目すると、女性は男性に比べて、認識タスク

の地域差が相対的に大きい一方で、男性は手仕事タスクの地域差が相対的に大きい。これは、男女
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それぞれが比較優位を持つタスクほど、地域間に不均等に分布している傾向があるといえ、若年者

の都道府県移動の誘因となる可能性を示唆する。 

 
表 2 主要変数の性別平均 

 男性 女性 男性-女性の差異 
移動確率 0.00347 0.00343 0.00004 

移動確率のロジット変換 -6.855 -6.900 0.046 
タスクの都道府県平均値：    

非定型分析 0.141 0.212 -0.071 
非定型相互 0.137 0.235 -0.098 
定型認識 0.305 0.468 -0.163 
定型手仕事 0.035 -0.486 0.521 

非定型手仕事身体 -0.010 -0.673 0.663 
非定型手仕事対人 0.102 0.060 0.042 

タスクの地域間の差異：    
非定型分析 -0.000089 -0.000139 0.000051 
非定型相互 -0.000081 -0.000097 0.000016 
定型認識 -0.000065 -0.000088 0.000023 
定型手仕事 -0.000036 0.000139 -0.000175 

非定型手仕事身体 0.000004 0.000189 -0.000184 
非定型手仕事対人 -0.000002 0.000113 -0.000116 

観測数 17,135 17,035  

 

図 1 は、説明変数として用いる 1985 年から 2015 年までのタスクスコアの推移を示している。

この間、日本の労働者のタスク構成は大きく変化するとともに、この変化は、男女でやや異なるパ

ターンを示している。認識タスクについては、（表 2 と同様に）性別による差は小さい。またこの

期間において、男性の認識タスクに大きな変化が見られない一方で、女性では、1995 年から 2015

年にかけて非定型相互タスクのスコアが目立って上昇し、定型認識タスクのスコアが減少傾向に

ある。 

一方、手仕事タスクでは、顕著な男女差が観察される。男性の手仕事タスクでは、特に 1995 年

以降に非定型手仕事対人のスコアが増加し、定型手仕事および非定型手仕事身体のスコアが減少

している。この変化は、男性の主要な仕事が、純粋な身体作業からより対人的で非定型的な作業へ

と移行しつつあることを示している。一方、女性の手仕事タスクでは、いずれのタスクのスコアも

期間当初にやや低下した後、1995 年以降に大きく上昇した。特に、女性の非定型手仕事対人タス

クのスコアは、2015 年では男性を上回っている。付表 2 によれば、これらは、医療や介護などの

身体的かつ対人スキルを要するサービス職の需要拡大と従事者数の増大を反映しているとみられ

る。 
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図 1 タスクスコアの変化（20 代）：タスクスコアの全国平均 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」より筆者ら計算。 

 

図 2 は、都道府県別のタスクスコアの標準偏差で測ったタスクの地域間格差の変動を示してい

る。認識タスクについてみると、女性では、認識タスクの地域間格差は小さく、期間を通じて縮小

傾向にある。ただし2005年から2015年では非定型分析タスクの地域間格差がやや拡大している。

男性では、1985 年から 95 年にかけて認識タスクの地域間格差が縮小した後、緩やかに拡大して

おり、特に非定型分析タスクの地域間格差が目立って拡大している。このことは、頭脳的なスキル

を要するタスクの需要が、期間当初は地域間で収斂した後、近年ほど地域間の差異が顕著になった

ことを示す。手仕事タスクについてみると、女性では地域間格差が縮小する一方、男性では一貫し

て拡大傾向がみられる。このことは、男性が多く従事する仕事について地域間の不均衡が徐々に拡

大していることを示す。 
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図 2 タスクスコアの地域差の変化（20 代）：タスクスコアの標準偏差 

 

出所：総務省統計局「国勢調査」より筆者ら計算。 

 

4. 推定結果 

4.1 ベースラインの結果 

主な推定結果は表 3 に示されている。モデル 1 は、説明変数からタスクスコアを除外し、先行

研究で用いられた変数の地域間格差のみを含めている。その結果、ある都道府県から他の県に移動

する確率は、高校卒以下に比べて大学卒以上ほど、女性に比べて男性ほど高い 5。また、賃金格差

の係数が負で統計的に有意であり、若年者は、賃金が低い地域から高い地域に移動する傾向があ

る。これは理論仮説の通り、高賃金が期待効用を高め、若者にとって移動先地域の魅力を高めるた

めであると考えられる。また、相対的に持ち家率が高い地域が若者を引きつけている。しかし、失

業率や産業構造の影響は明確ではない。 

タスクスコアの地域間格差を含めたモデル 2 では、調整済み決定係数がわずかに上昇し、モデ

ルの説明力が向上する。具体的に、タスクスコアの地域間格差は、非定型相互および非定型手仕事

身体タスクの係数が負で統計的に有意であり、若年者は当該スコアが低い県から高い県に移動す

る傾向がある。図 1 ならびに付表 2 で確認したとおり、対人の営業職などに代表される非定型相

互タスクは、近年スコアが上昇して労働需要が増大している仕事である一方、運輸や建設などの非

定型手仕事身体タスクは、特に男性では需要が低下している。したがって、若年者は、これらのタ

 
5 この点は，先に脚注 3 で述べた通り，高校卒者については主に既卒者の転職行動を捉えている一方，大学卒者

については，新卒就職時の地域移動も含まれているという違いを反映している可能性がある。 
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スク需要が旺盛な地域に移動する傾向があるが、全国的なタスク需要との関係は必ずしも明らか

ではない。さらに、医療・福祉分野のサービス職などに代表される非定型手仕事対人タスクの係数

が正で統計的に有意である。この結果は、若年者がこれらのタスクが相対的に少ない地域に、言い

換えれば、これらのタスク以外の需要が高い地域に移動する傾向があるということであり、若年層

の希望職種とこれらの仕事とのミスマッチを反映した動きである可能性がある。 

 
表 3 都道府県間移動率に関する推定結果 

サンプル： 男女計 男女計 男性 女性 
 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 

女性 -0.0542** -0.0366**    
[0.0213] [0.0178]   

大学卒以上 0.981*** 0.982*** 1.112*** 0.784***  
[0.0764] [0.0759] [0.0790] [0.0782] 

タスクスコアの差異：     
非定型分析  -0.164 -0.251 -0.820*   [0.301] [0.443] [0.418] 
非定型相互  -0.808* 0.176 -2.318***   [0.429] [0.691] [0.622] 
定型認識  0.0155 -0.238 0.272   [0.180] [0.310] [0.476] 
定型手仕事  0.293 1.075** 1.550***   [0.290] [0.402] [0.546] 

非定型手仕事身体  -1.064*** -1.050** -3.430***   [0.383] [0.430] [0.863] 
非定型手仕事対人  0.833*** 0.637** 1.579***   [0.158] [0.295] [0.239] 
その他の差異：     

賃金 -0.580*** -0.299 -0.0536 0.0868  
[0.161] [0.205] [0.234] [0.230] 

失業率 0.0367 0.0674 0.132*** 0.208***  
[0.0398] [0.0558] [0.0430] [0.0681] 

持ち家率 -1.207*** -1.192*** -0.924*** -0.744***  
[0.146] [0.131] [0.136] [0.188] 

第一次産業比率 0.0318 0.0469 0.0328 0.00613  
[0.0418] [0.0443] [0.0598] [0.0391] 

第二次産業比率 0.0252 0.00843 -0.109** -0.148**  
[0.0504] [0.0464] [0.0432] [0.0593] 

観測数 34,170 34,170 17,135 17,035 
決定係数 (R-squared) 0.932 0.932 0.934 0.945 
調整済み決定係数 0.927 0.928 0.925 0.937 

注：括弧内は出発地の都道府県でクラスタリングした標準誤差を示す。被説明変数は、47×46 の都道府県ペア

の間の移動確率のロジット変換。すべてのモデルに移動元と移動先のペアを示す固定効果、表 1 に提示された

制御変数、ならびに年ダミーを含む。完全な推定結果は付表 3 を参照。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1。 

 

次に、性別による地域間移動の特徴を詳しく検討するため、地域別の移動データを男性と女性に

分けて推定した。モデル 3 は男性、モデル 4 は女性の結果を示している。その結果、高校卒以下

と比べて大学卒以上の県外移動率が高く、その傾向は男性の方が女性よりも顕著である。女性は、
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非定型分析タスクと非定型相互タスク、非定型手仕事身体タスクのスコアが相対的に高い地域に

移動する傾向があり、これらが女性にとって重要な雇用機会であることを示唆している。一方、男

性の地域間移動は、非定型手仕事身体タスクの係数が負で統計的に有意であり、若年男性が、全国

的には需要が減少しつつあるこれらの身体的作業の需要が残る地域に移動する傾向があることを

示している。一方、性別にかかわらず、定型認識タスクが地域間移動に与える影響は統計的に有意

ではない。また、生産現場の仕事を中心とする定型手仕事タスクや、医療・福祉サービスなどの非

定型手仕事対人タスクについては、それらの需要が高い地域から低い地域に若年者が移動する傾

向がある。 

以上、地域間移動の説明変数としてタスクスコアの地域間格差を用いた場合、モデル 1 で統計

的に有意であった賃金格差の係数は、全サンプルおよび男女別のサブサンプルのいずれにおいて

も統計的に有意ではない。この結果は、従来の人口移動研究において焦点とされた地域の賃金格差

と仕事内容で示される労働需要の質的格差が相関していることを示すとともに、地域間移動を理

解する上では、仕事の内容そのものを考慮する必要があることを示唆している。 

 

4.2 男女別・学歴別の推定結果 

先に、大学卒以上の若年者は、高校卒以下に比べて自県以外への移動確率が高いことを示した。

これは高スキルの労働者の需要と供給は、より広域の労働市場において調整されることを示唆す

る。そこで次に、各地域におけるタスクスコアの変化が、若年層の男女別・学歴別の地域間移動に

与える影響を検証する。 

表 4 は大学卒以上の若年層の移動データを用いた推定結果であり、モデル 5 は大卒以上全体、

モデル 6 とモデル 7 は男性と女性のサブサンプルを用いている。この結果によると、大卒以上全

体と男性の結果では似たような傾向がある一方、女性の地域間移動パターンはそれらとは異なっ

ている。具体的に、大卒以上の若年女性では、非定型分析タスクの地域間格差の係数が負で統計的

に有意であり、高学歴女性が、非定型分析タスクの需要の伸びに敏感であり、それらが相対的に高

い地域に移動する傾向があることを示している。一方、定型認識タスクの地域間格差の係数は正で

統計的に有意であり、高学歴女性は、定型認識タスクの需要が相対的に低い地域に移動する傾向が

ある。定型認識タスクは、図 1 で見たとおり男性では横ばい、女性では減少傾向にある。また、定

型認識タスクのスコアが高い事務職については、男女ともシェアが低下している。高学歴の若年女

性が、こうした定型認識タスクが多い地域から流出しているという事実は、定型認識タスクが多い

一般事務に代表される仕事よりも、キャリア発展の機会が見込める仕事が集積している地域への

移動を示している可能性がある。また、表 3 で示した通り、女性全体では男性に比べて認識タスク

の需要が高い地域に移動することが確認されたが、高学歴女性の移動に限ると、高スキルの専門職

と関連が深い非定型分析タスクの需要に反応していると言える。 

  大卒以上の若年男性の県外移動を促進する要因は、認識タスクのうちの非定型相互タスク、およ

び手仕事タスクのうちの非定型手仕事身体タスクの需要の地域差である。一方、サービス職等のタ
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スクである非定型手仕事対人タスクについては、それらの需要が高い地域から低い地域への人口

流出が確認される。これらの結果は、タスク需要が高学歴者の地域間移動に男女で異質な影響を与

えることを示している。 

 
表 4 大卒以上の都道府県間移動率に関する推定結果 

サンプル：大卒以上 男女計 男性 女性 
 モデル 5 モデル 6 モデル 7 

タスクスコアの差異：    

非定型分析 -0.231 0.330 -0.961***  
[0.272] [0.337] [0.317] 

非定型相互 -0.790** -1.096** -0.728  
[0.352] [0.470] [0.676] 

定型認識 0.0363 0.142 0.964**  
[0.206] [0.330] [0.394] 

定型手仕事 0.746*** 1.322*** 0.700  
[0.269] [0.445] [0.664] 

非定型手仕事身体 -1.335*** -1.097* -1.013  
[0.328] [0.545] [0.976] 

非定型手仕事対人 0.908*** 1.320*** 0.356  
[0.212] [0.241] [0.397] 

観測数 17124 8627 8,497 
決定係数 (R-squared) 0.974 0.981 0.977 
調整済み決定係数 0.970 0.975 0.970 

注: 括弧内は出発地の都道府県でクラスタリングした標準誤差を示す。被説明変数は、47×46 の都道府県ペア

の間の移動確率のロジット変換。すべてのモデルに移動元と移動先のペアを示す固定効果、表 1 に提示された

制御変数、ならびに年ダミーを含む。完全な推定結果は付表 4 を参照。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1。 

 

高校卒以下の若年者の都道府県間移動に関する推定結果は表 5 に示されている。モデル 8 は高

校卒以下の全体の結果、モデル 9 とモデル 10 は男性と女性の分析結果である。まず、都道府県間

移動率の変動に関するモデルの説明力を示す自由度調整済み決定係数は 0.95 前後であり、表 4 の

大卒以上の推定結果に比べてやや低下するが、依然として高い説明力がある。それにも関わらず、

高校卒以下の都道府県間移動に対して、タスクスコアの地域間格差は何ら統計的に有意な影響を

及ぼしていない 6。この傾向は男女別にみても同様である。 

高校卒以下の県外移動は、性別にかかわらず、タスク需要の地域間格差に反応しないということ

は、これらのグループは、大学卒以上と比べて、広域の労働市場において自身のスキルに合った仕

事を探す傾向が弱いことを示唆する。この現象は、日本における高卒労働市場の特性と関連してい

る可能性がある。労働政策研究・研修機構（2015）が指摘するように、高校卒業者の雇用は近年ま

すます制約を受けており、地域間の移動範囲は縮小している。多くの高校卒者は、主に、地域の工

 
6 この点も，先に脚注 3 で述べた通り，高校卒者については主に既卒者の転職行動を捉えている一方，大学卒者

については，新卒就職時の地域移動も含まれているという違いを反映している可能性がある。ただし、高卒者に

ついて，15〜24 歳の移動に限定した分析も行ったところ，タスクの地域差が地域間移動に与える影響はほとんど

見られないという結果には大きな変化が見られなかった。 
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場作業などの身体的、手仕事的な労働に従事し、地域固有のつながりや資源を保有している。その

ため、需要の都道府県間格差が変動しても、都道府県を越えて移動する可能性は低い。つまり、高

校卒以下の場合では、地域間の労働需要の違いに応じた、労働供給サイドの調整の地理的な範囲が

狭いと考えられる。 

 
表 5 高校卒以下の都道府県間移動率に関する推定結果 

サンプル：高校卒以下 男女計 男性 女性 
 モデル 8 モデル 9 モデル 10 

タスクスコアの差異：    
非定型分析 0.193 0.0529 -0.645  

[0.318] [0.633] [0.648] 
非定型相互 0.0398 0.622 0.0273  

[0.568] [0.922] [0.904] 
定型認識 -0.274 -0.166 0.0172  

[0.232] [0.418] [0.562] 
定型手仕事 -0.0230 -0.0958 0.427  

[0.481] [0.536] [0.665] 
非定型手仕事身体 -0.277 -0.0782 -1.133  

[0.639] [0.637] [0.981] 
非定型手仕事対人 0.384 -0.181 0.427  

[0.264] [0.432] [0.350] 
観測数 17,046 8508 8538 

決定係数 (R-squared) 0.955 0.958 0.968 
調整済み決定係数 0.948 0.944 0.958 

注：括弧内は出発地の都道府県でクラスタリングした標準誤差を示す。被説明変数は、47×46 の都道府県ペア

の間の移動確率のロジット変換。すべてのモデルに移動元と移動先のペアを示す固定効果、表 1 に提示された

制御変数、ならびに年ダミーを含む。完全な推定結果は付表 5 を参照。*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1。 
 

4.3 議論 

ここまで確認された、主な分析結果は次の 3 点である。第 1 に、各地域のタスクスコアを用い

ると、従来の地域間移動モデルにおいて注目されてきた経済変数である賃金の統計的に有意な影

響が消滅する。これは、地域間移動の分析において、仕事内容で示される労働需要の質的な差異と

その変化を考慮することが重要であることを示唆する。 

第 2 に、労働需要の質的な変化が移動に与える影響には男女差が存在する。20 歳代の若年層に

限定した本稿の分析では、男性は女性よりも都道府県を越える地域間移動率が高く、男女を合わせ

た分析結果には男性の行動が色濃く反映されている。そこで、男女別に移動率を分析すると、女性

では、認識タスクの中でも非定型的な性格が強いタスクへの需要が高い地域に移動する傾向があ

る一方、男性では、全国的には需要が低下している一部の手仕事タスクの需要の地域差にのみ反応

がみられた。女性は男性に比べて、手仕事タスクよりは認識タスクに比較優位があるとされること

から、それぞれのスキルを活かすよう地域間の移動が行われていると言える。 

第 3 に、教育水準は地域間移動の重要な決定要因である。大学卒以上の若年者では、男性はマネ

ジメント等を含む対人スキル、女性は分析スキルを求められる仕事が多い地域に移動する傾向が
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ある。特に、非定型的分析タスクは大都圏に集積していることから(労働政策研究・研修機構，2024)、

こうした労働需要の偏在が、高学歴女性の都市への移動を引き起こしていると言える。一方で、高

校卒以下の若年者では、労働需要の質が地域間移動に与える影響は確認されなかった。 

以上の結果は、若年者の人口移動を理解するうえで、地域の労働需要の質的要因と、男女および

学歴による差異を考慮することの重要性を示している。また、1990 年代以降の先進諸国では、手

仕事タスクから認識タスクへ、定型タスクから非定型タスクへという労働需要の変化が観察され

（Autor, Levy and Murnane 2003, Goos, Manning and Salomons 2009）、日本においても、定型

認識タスクが伸びているという点を除けば、同様の傾向が確認されている（Ikenaga and 

Kambayashi,2016; Komatsu and Mugiyama, 2022; 労働政策研究・研修機構, 2024）。こうした

マクロの労働需要の変化と、本研究で確認された地域間移動の男女の違いを踏まえると、とりわけ

高学歴化が進む女性労働力については、地域間移動を通じた都市部への集中が進むことが示唆さ

れる。 

 

5. おわりに 

近年の情報通信技術の進歩は、労働者に対する需要を変化させ、マクロレベルでは非定型的なタ

スクの増加と定型的なタスクの減少として現れること、その傾向は、概ね日本の労働市場全体に妥

当することが示されてきた（労働政策研究・研修機構, 2024）。しかしながら、タスクに対する需

要の程度は地域によって異なるとともに、地域差の水準も時間を通じて変化する。労働者は自身の

スキルに合った仕事が多い地域での就業を選択するならば、スキル別の労働者の地域間移動につ

いて、労働需要の質の地域差を考慮する必要がある。その際、労働者のスキルレベルとしては、学

歴による違いとともに、男性と女性では、認識タスクと手仕事タスクの生産性（比較優位）が異な

る可能性を考慮すると、男女差にも注目する必要がある。 

本研究では、職業別のタスクスコアに基づいて、日本の都道府県における労働需要の質的な差異

を測定し、様々なタスクに対する需要の地域差とその変化が、地域間移動に与える影響を検証し

た。分析には、日本の都道府県を単位とした地域の労働市場および社会経済特性に関する複数のデ

ータを使用した。具体的には、1980 年代後半、90 年代後半、2000 年代後半ならびに 2010 年代後

半の 4 期間の労働移動と地域別のタスク需要との関係を分析し、学歴別、男女別の特徴を考察し

た。 

その結果、いくつかのタスクに対する地域の需要は若年者の地域間移動を促進すること、その傾

向には、明確な男女差が存在することが確認された。女性全体の移動は、認識タスクの地域差に反

応する一方、男性全体の移動ではそのような傾向は観察されなかった。このことから、若年女性が、

より自身のスキルを発揮しやすいタスクへの需要が旺盛な地域に移動することが示された。さら

に、労働需要の質が都道府県間の移動に与える影響は、大学卒以上の若年者にのみ妥当することが

明らかとなった。特に、高学歴の女性は、高度なスキルを必要とする非定型的分析タスクの需要が

高い地域に移動する傾向があり、これらのタスクが乏しい地方圏から大都市圏に移動することを
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示唆する結果が得られた。 

本研究を踏まえた政策的インプリケーションは以下のとおりである。第 1 に、変化する労働市

場に効果的に対応するため、需要が増加しているタスクに関連するスキルの開発を支援すること

が重要である。先行研究（Ikenaga and Kambayashi, 2016; 小松・麦山,2025）によれば、全国的

に情報通信技術（ICT）と補完的な非定型分析タスクや非定型相互（対人）タスクへの需要が増加

していることが示されている。また、本研究により、特に高学歴者がこれらのタスクを多く提供す

る地域（都市部）へ移動する傾向が高いことも確認された。政策的には、これら需要の高いタスク

に関連する分析的スキルや対人スキルの訓練への投資が望まれる。こうした投資は、若年労働者の

移動の選択肢を高め、キャリア形成の機会を増やすことにも寄与するだろう。 

第 2 に、地方においては、高度なスキルを持つ若年労働者を引きつけるために、戦略的な雇用開

発が有効である可能性がある。地方自治体は、地域の人材分布や全国的な労働需要の動向を踏ま

え、地域特有のニーズに応じた魅力的な雇用機会の創出や、高度なスキルが求められる新しいサー

ビスの開発等に取り組むことが効果的である。全国的な ICT 投資とタスク分布の変化の関係を考

慮すると、本研究で示されたタスクの地域差は、地域間の産業構造の違いだけでなく、産業内の

ICT 投資の差異も反映している可能性がある。この観点から、各地域の産業内で ICT 資本投資を

積極的に推進することにより、非定型分析タスクや相互タスクなどの高度なタスクの需要を増加

させる余地もあると考えられる。このような戦略的な雇用開発は、スキルの高い若年労働者が地方

に留まる選択肢を提供し、地域経済の活性化にも寄与するだろう。 

第 3 に、地域の労働市場データの積極的な活用とマッチング支援の充実が求められる。本研究

で使用した国勢調査は、必ずしも個人の意思決定による労働移動のみを捉えているわけではない

が、労働需要の質（タスク）と地域間移動との間に関連があることが示された。例えば、地域レベ

ルの労働市場データと日本版 O-NET を効果的に活用することで、各地域の労働需要を詳細に分析

し可視化することができれば、地域をまたいだマッチング支援をより効率的かつ効果的に行うこ

とが可能となるだろう。さらに、地域ごとの労働市場データを定期的に更新し公開することによ

り、地域に魅力的な仕事が不足している場合には、その情報を基に地方自治体等が地域の産業政策

や雇用確保に係る改善策を講じることも可能となる。こうした取り組みにより、労働者が地方への

移動を選択しやすくなるだけでなく、地域全体の雇用機会の質が向上することが期待される。 
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付表 

付表 1 タスクの定義と測定 

 

注: Autor et al.（2003）、Ikenaga and Kambayashi（2016）、労働政策研究・研修機構（2024）をもとに筆者作

成。タスタスコア上位 5 職業は 2020 年の就業者シェアが 0.1％以上の職業を掲載。 

  

タスクの定義 日本版O-NETの項目 タスクのスコア上位5職業

1 非定型分析

高度な専門知識を持ち、抽象的
思考の下に課題を解決する業務

・情報やデータを分析する
・創造的に考える
・情報の意味を他者に説明する

1 大学教員
2 自然科学系研究者
3 記者、編集者
4 化学技術者
5 機械・航空機・造船技術者

2 非定型相互

高度な内容の対人コミュニケー
ションを通じて価値を創造・提
供する業務

・人間関係を構築し、維持する
・部下への指導、指示、動機づけを行
う
・他者をコーチし、能力開発を行う

1 消防員
2 警察官、海上保安官
3 管理的公務員、会社・団体等管理
   的職業従事者
4 飲食店主・店長
5 大学教員

3 定型認識

あらかじめ定められた基準の正
確な達成が求められる事務作業

・同一作業の反復
・厳密さ、正確さ
・仕事の構造化

1 輸送機械組立・整備・修理・検査
   従事者（自動車を除く）
2 郵便事務員
3 データ・エントリー装置操作員
4 臨床検査技師
5 自動車組立従事者

4 定型手仕事

あらかじめ定められた基準の正
確な達成が求められる身体的作
業

・機器等の速度に応じた作業
・反復作業

・機械、および機械製造のプロセスを
コントロールする

1 自動車組立従事者
2 養畜従事者
3 金属プレス従事者
4 飲食店主・店長
5 金属工作機械作業従事者

5 非定型手仕事
身体

それほど高度な専門知識を要し
ないが、状況に応じて柔軟な対
応が求められる身体的作業

・乗り物を運転・操縦する

・モノ、道具、制御装置を扱う手作業

1 養畜従事者
2 他に分類されない輸送従事者
3 漁労作業者
4 水産養殖作業者
5 建設・さく井機械運転従事者

6 非定型手仕事
対人

それほど高度な専門知識を要し
ないが、状況に応じて柔軟な対
応が求められる対人的作業

・全身を使って身体的な活動を行う

・手と腕を使って物を取り扱う

・他者に対する支援とケアを行う

・公共の場で一般の人びとのために働
いたり、直接応対する

1 消防員
2 幼稚園教員
3 特別支援学校教員
4 職業スポーツ従事者
5 警察官、海上保安官

タスク分類
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付表 2 1985 年〜2015 年の就業者シェアの変化が大きい 10 の職業と職業別のタスクスコア 

 

注：分類不能の職業を除く集計結果。各職業で一番高いタスクスコアに色付けしている。 

1985年
シェア

就業者
シェアの

変化

非定型
分析

非定型
相互

定型認
識

定型手
仕事

非定型
手仕事
身体

非定型
手仕事
対人

0.10% 2.60% 0.49 0.70 0.16 -1.18 -0.49 2.25
0.30% 1.20% -0.55 0.43 -0.37 -0.04 0.70 1.85
1.30% 1.10% -0.22 -0.15 0.88 1.33 0.32 0.15
1.60% 1.10% 2.12 0.61 -0.13 -1.00 -1.36 -1.36
0.30% 1.10% 1.14 1.02 2.05 2.50 0.93 1.88
5.70% 1.10% -0.17 0.24 0.22 -0.31 -0.52 0.38
0.60% 1.00% 0.75 0.88 0.98 0.17 -0.26 1.74
1.00% 0.90% -0.76 0.30 -0.07 -0.54 -0.56 1.13
0.30% 0.70% 1.02 0.80 0.57 -1.07 -0.81 -0.45
0.40% 0.60% -2.06 -0.91 -1.27 -0.61 0.30 0.07

1985年
シェア

就業者
シェアの

変化

非定型
分析

非定型
相互

定型認
識

定型手
仕事

非定型
手仕事
身体

非定型
手仕事
対人

8.40% -3.50% 1.18 1.18 -0.41 -1.15 -0.82 -0.38
4.80% -3.40% -1.29 -0.77 -0.36 -0.54 1.43 -0.06
3.70% -1.70% 0.72 0.05 0.91 1.00 0.20 -0.06
2.10% -1.50% -0.20 -0.73 -0.72 0.95 1.10 0.48
2.30% -1.30% 0.99 0.97 1.38 -0.27 -1.48 -0.34
9.80% -1.00% -0.04 -0.26 0.78 -1.17 -1.51 -1.67
2.40% -0.90% -0.83 -1.16 -1.51 0.16 0.81 -0.06
1.40% -0.90% 2.02 1.29 0.28 -0.08 -0.35 0.78
2.10% -0.70% -2.06 -1.77 -0.69 -1.25 0.61 -0.54
2.50% -0.60% -0.33 -0.83 0.73 1.02 1.06 -0.17

1985年
シェア

就業者
シェアの

変化

非定型
分析

非定型
相互

定型認
識

定型手
仕事

非定型
手仕事
身体

非定型
手仕事
対人

0.20% 5.20% 0.49 0.70 0.16 -1.18 -0.49 2.25
7.80% 4.60% -0.17 0.24 0.22 -0.31 -0.52 0.38
0.70% 1.90% -0.22 -0.15 0.88 1.33 0.32 0.15
2.00% 1.90% 0.75 0.88 0.98 0.17 -0.26 1.74
0.30% 1.70% -0.55 0.43 -0.37 -0.04 0.70 1.85
1.10% 1.60% -1.01 -0.51 -0.13 -0.04 0.22 0.05
2.80% 1.50% -0.76 0.30 -0.07 -0.54 -0.56 1.13
3.00% 0.90% 0.69 1.31 -0.18 -1.39 -0.68 2.68
0.80% 0.70% 1.18 1.18 -0.41 -1.15 -0.82 -0.38
0.40% 0.60% 1.02 0.80 0.57 -1.07 -0.81 -0.45

1985年
シェア

就業者
シェアの

変化

非定型
分析

非定型
相互

定型認
識

定型手
仕事

非定型
手仕事
身体

非定型
手仕事
対人

28.80% -0.1 -0.04 -0.26 0.78 -1.17 -1.51 -1.67
12.90% -0.1 0.99 0.97 1.38 -0.27 -1.48 -0.34
4.30% -0.03 0.72 0.05 0.91 1.00 0.20 -0.06
3.40% -0.03 -0.15 -0.38 0.63 1.45 0.45 -0.39
2.20% -0.02 -0.83 -1.16 -1.51 0.16 0.81 -0.06
1.10% -0.01 -1.32 -1.97 2.00 0.17 -1.22 -3.37
2.20% -0.01 1.82 1.83 0.29 0.11 -0.62 2.36
0.90% -0.01 0.57 -0.02 -2.99 -2.39 -0.59 0.31
5.10% -0.01 0.66 0.81 1.03 0.37 -0.51 1.90
0.60% -0.004 -2.24 -0.89 -1.08 -0.85 0.93 0.31

食料品製造従事者

a. 20-29歳男性におけるシェアの増加が大きい10の職業

職業名

他に分類されないサービス職業従事者

娯楽場等接客員

電気機械器具組立・修理・検査工

情報処理技術者

自動車組立従事者

販売店員

その他の保健医療従事者

飲食物給仕・身の回り世話従事者

保険代理人・外交員

清掃員

b. 20-29歳男性におけるシェアの減少が大きい10の職業

職業名

外交員

自動車運転者

食料品製造従事者

大工

会計事務員

一般事務員

農耕従事者

土木・測量技術者

配達員

自動車整備・検査作業者

c. 20-29歳女性におけるシェアの増加が大きい10の職業

職業名

他に分類されないサービス職業従事者

販売店員

電気機械器具組立・修理・検査工

その他の保健医療従事者

娯楽場等接客員

調理人

飲食物給仕・身の回り世話従事者

保育士

外交員

保険代理人・外交員

d. 20-29歳女性におけるシェアの減少が大きい10の職業

職業名

一般事務員

会計事務員

接客社交従事者

紡織・衣服・繊維製品製造・検査従事者

農耕従事者

その他の事務用機器操作員

小学校教員

音楽家

看護師（准看護師を含む）
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付表 3 従属変数：移動確率（加重固定効果モデル） 

サンプル 男女計 男女計 男性 女性 
 (1) (2) (3) (4) 

タスクスコアの差異：     
非定型分析  -0.164 -0.251 -0.820*   [0.301] [0.443] [0.418] 
非定型相互  -0.808* 0.176 -2.318***   [0.429] [0.691] [0.622] 
定型認識  0.0155 -0.238 0.272   [0.180] [0.310] [0.476] 
定型手仕事  0.293 1.075** 1.550***   [0.290] [0.402] [0.546] 

非定型手仕事身体  -1.064*** -1.050** -3.430***   [0.383] [0.430] [0.863] 
非定型手仕事対人  0.833*** 0.637** 1.579***   [0.158] [0.295] [0.239] 
その他の差異：     

賃金 -0.580*** -0.299 -0.0536 0.0868  
[0.161] [0.205] [0.234] [0.230] 

失業率 0.0367 0.0674 0.132*** 0.208***  
[0.0398] [0.0558] [0.0430] [0.0681] 

持ち家率 -1.207*** -1.192*** -0.924*** -0.744***  
[0.146] [0.131] [0.136] [0.188] 

第一次産業比率 0.0318 0.0469 0.0328 0.00613  
[0.0418] [0.0443] [0.0598] [0.0391] 

第二次産業比率 0.0252 0.00843 -0.109** -0.148**  
[0.0504] [0.0464] [0.0432] [0.0593] 

女性 -0.0542** -0.0366**    
[0.0213] [0.0178]   

大学卒以上 0.981*** 0.982*** 1.112*** 0.784***  
[0.0764] [0.0759] [0.0790] [0.0782] 

年次ダミー：     
2000 年 0.00847 0.00922 0.0273 -0.0102  

[0.0172] [0.0162] [0.0232] [0.0163] 
2010 年 -0.0687*** -0.0664*** -0.0782*** -0.0150  

[0.0214] [0.0186] [0.0156] [0.0252] 
2020 年 -0.0740*** -0.0665*** -0.0580*** -0.0137  

[0.0169] [0.0160] [0.0205] [0.0277]      
定数項 -7.259*** -7.259*** -7.282*** -7.281***  

[0.0641] [0.0585] [0.0712] [0.0394] 
観測数 34,170 34,170 17,135 17,035 

決定係数 (R-squared) 0.932 0.932 0.934 0.945 
調整済み決定係数 0.927 0.928 0.925 0.937 

注: 括弧内は都道府県レベルでクラスター化された標準誤差。 
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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付表 4 従属変数：移動確率（加重固定効果モデル） 

サンプル：大学卒以上 男女計 男性 女性 
 (5) (6) (7) 

タスクスコアの差異：    
非定型分析 -0.231 0.330 -0.961***  

[0.272] [0.337] [0.317] 
非定型相互 -0.790** -1.096** -0.728  

[0.352] [0.470] [0.676] 
定型認識 0.0363 0.142 0.964**  

[0.206] [0.330] [0.394] 
定型手仕事 0.746*** 1.322*** 0.700  

[0.269] [0.445] [0.664] 
非定型手仕事身体 -1.335*** -1.097* -1.013  

[0.328] [0.545] [0.976] 
非定型手仕事対人 0.908*** 1.320*** 0.356  

[0.212] [0.241] [0.397] 
賃金 -0.257* -0.130 0.230*  

[0.128] [0.203] [0.133] 
失業率 0.0846** -0.0233 0.352***  

[0.0370] [0.0446] [0.0768] 
持ち家率 -0.550*** -0.453*** -0.000286  

[0.152] [0.161] [0.284] 
第一次産業比率 0.0755 0.0850 -0.00943  

[0.0660] [0.0837] [0.0574] 
第二次産業比率 0.0501 -0.0805* -0.183***  

[0.0404] [0.0428] [0.0650] 
女性 -0.224***    

[0.0159]   
年次ダミー：    

2000 年 0.103*** 0.120*** 0.0597**  
[0.0305] [0.0328] [0.0252] 

2010 年 -0.0230 -0.0172 -0.0310  
[0.0229] [0.0247] [0.0265] 

2020 年 -0.0988*** -0.0587** -0.144***  
[0.0252] [0.0272] [0.0248] 

定数項 -6.022*** -5.917*** -6.348***  
[0.0801] [0.0892] [0.0643] 

観測数 17124 8627 8,497 
決定係数 (R-squared) 0.974 0.981 0.977 
調整済み決定係数 0.970 0.975 0.970 

注: 括弧内は都道府県レベルでクラスター化された標準誤差。 
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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付表 5 従属変数：移動確率（加重固定効果モデル） 

サンプル：高校卒以下 男女計 男性 女性 
 (8) (9) (10) 

タスクスコアの差異：    
非定型分析 0.193 0.0529 -0.645  

[0.318] [0.633] [0.648] 
非定型相互 0.0398 0.622 0.0273  

[0.568] [0.922] [0.904] 
定型認識 -0.274 -0.166 0.0172  

[0.232] [0.418] [0.562] 
定型手仕事 -0.0230 -0.0958 0.427  

[0.481] [0.536] [0.665] 
非定型手仕事身体 -0.277 -0.0782 -1.133  

[0.639] [0.637] [0.981] 
非定型手仕事対人 0.384 -0.181 0.427  

[0.264] [0.432] [0.350] 
賃金 -0.346 0.0771 0.0764  

[0.268] [0.362] [0.367] 
失業率 0.0423 0.234*** 0.152*  

[0.0827] [0.0534] [0.0850] 
持ち家率 -0.531*** -0.382* -0.255  

[0.191] [0.197] [0.315] 
第一次産業比率 -0.0215 -0.0269 -0.0362  

[0.0518] [0.0686] [0.0443] 
第二次産業比率 -0.0993 -0.101 -0.208**  

[0.0798] [0.0712] [0.0962] 
女性 0.0892***    

[0.0230]   
年次ダミー：    

2000 年 -0.0421* -0.0384 -0.0535**  
[0.0233] [0.0286] [0.0243] 

2010 年 -0.111*** -0.150*** -0.0713***  
[0.0222] [0.0254] [0.0254] 

2020 年 -0.0439 -0.0897** 0.00513  
[0.0283] [0.0340] [0.0278] 

定数項 -7.339*** -7.358*** -7.296***  
[0.0410] [0.0449] [0.0332] 

観測数 17,046 8508 8538 
決定係数 (R-squared) 0.955 0.958 0.968 
調整済み決定係数 0.948 0.944 0.958 

注：括弧内は都道府県レベルでクラスター化された標準誤差。 
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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